
 

河津町指名型プロポーザル方式の手続に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、河津町が発注する業務委託、製造の請負等（以下「業務等」

という。）について、指名型プロポーザル方式（以下「プロポーザル方式」とい

う。）により受注者を特定しようとする場合の取扱について、河津町契約規則

（平成９年河津町規則第19号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものと

する。 

（対象業務） 

第２条 プロポーザル方式による手続は、価格のみによる競争では本来の目的を達

成することができないと判断される業務等で、高度な技術若しくは専門的な技術

又は象徴性、芸術性、創造性等が求められる次に掲げる業務等として、町長がプ

ロポーザル方式の実施が適当と認めるものとする。ただし、特許、著作権、非公

開情報等を必要とする業務は、本手続の対象としないものとする。 

(１) 施設等の管理又は運営業務 

(２) 情報システム等の開発又は導入業務 

(３) 建築・土木等の設計業務 

(４) コンサルティング業務 

(５) その他町長が適当と認める業務 

（指名業者の選定） 

第３条 予算担当課はプロポーザル方式を実施しようとするときは、河津町建設工

事等入札参加者指名委員会設置規程（平成12年河津町規程第７号）により、技術

提案書の提出を要請する者（以下「指名業者」という。）を河津町建設工事等入

札参加者指名委員会において選定するものとする。この場合において、当該業務

等の評価項目、評価基準その他必要な事項（以下「審査基準」という。）を定め

るものとする。 

（指名の通知等） 

第４条 町長は、指名業者を決定した場合は、速やかに指名業者に対しプロポーザ

ル方式による指名通知書（様式第１号）により次に掲げる事項を通知するものと

する。 

(１) 業務等の名称、業務等の場所、業務等の内容及び履行期間（納入期限） 

(２) 技術提案書の審査方法及び審査基準 

(３) 技術提案書作成要領（技術提案する業務等の見積金額、技術提案内容、技

術提案書の様式、部数及び技術提案依頼についての質疑応答） 

(４) 技術提案書提出期日及び提出場所 



(５) 技術提案書の公開又は非公開の別 

(６) 技術提案に係る費用の負担に関する事項 

(７) 仕様書 

(８) その他必要な事項 

２ 予算担当課長は、必要に応じて、技術提案書提出前に説明会を開催することが

できる。この場合において、当該説明会に正当な理由なく欠席した者は、失格と

する。 

３ 町長は、プロポーザル方式による指名通知後（前項の説明会を開催する場合は、

説明会開催後）原則として30日以上の技術提案書作成期間を設けなければならな

い。ただし、業務の内容及び提案を求める内容を考慮し、その期間を短縮するこ

とができる。 

４ 予算担当課長は、前項の審査基準を作成するにあたっては、業務担当課長と協

議するものとする。 

（技術提案書提出辞退の届出） 

第５条 プロポーザル方式による指名通知を受けた者が、技術提案書の提出を辞退

する場合は、技術提案書提出辞退届（様式第２号）を指名通知書で定める提出期

限までに提出するものとする。 

（プロポーザル選定委員会） 

第６条 受託者を審査選定し特定するためにプロポーザル選定委員会（以下「選定

委員会」という。）を設ける。選定委員会の組織は、次のとおりとする。 

２ 委員長は副町長とし、委員は、各課（局・室）長を充てる。 

（会議） 

第７条 選定委員会は、委員長が招集するものとし、委員の２分の１以上が出席し

なければ開くことができない。 

２ 委員長が長期不在の場合は、総務課長である委員が、その職務を代理する。 

３ 委員会の会議は公開しない。 

（受託者の特定） 

第８条 選定委員会は、技術提案書類等を審査基準に基づき審査する。 

２ 選定委員会は、当該業務等に対する技術提案者の意欲、理解力及び技術提案内

容をより理解するため、必要に応じてヒアリング（聴き取り）、プレゼンテーシ

ョン（説明）、デモンストレーション（実演）等を行い、総合的に審査し受託者

を特定することができる。 

３ 委員長は、その結果をプロポーザル選定委員会結果報告書（様式第３号）によ

り速やかに町長に報告しなければならない。 

４ 町長は、受託者を決定したときは、速やかに次に掲げる事項について各技術提

案者にプロポーザル結果通知書（様式第４号）により通知するものとする。 



(１) 採択又は不採択の別 

(２) 技術提案者総数 

(３) 技術提案を採択し、受託者とした者の名称及びその理由 

(４) 審査結果に対する苦情の申立てに関する事項 

(５) その他必要な事項 

（業務仕様の協議） 

第９条 町長は、受託者と業務仕様の内容について協議し、その内容を決定するも

のとする。 

（契約の締結） 

第10条 町長は、業務仕様の内容を決定したときは、受託者と随意契約により契約

を締結するものとする。 

（結果の公表） 

第11条 プロポーザル方式により契約を締結したときは、契約締結後速やかに次に

掲げる事項を公表するものとする。 

(１) 業務等の名称 

(２) 履行期間 

(３) 契約締結日 

(４) 契約金額 

(５) 技術提案を採択し、受託者とした者の名称及びその理由 

(６) 技術提案者総数 

(７) その他必要な事項 

（庶務） 

第12条 選定委員会の庶務は、総務課がこれにあたる。 

（その他） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成22年９月１日から施行する。 

附 則（平成23年９月28日要綱第21号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成30年３月30日要綱第10－２号） 

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月25日要綱第９号） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月17日要綱第13号） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 


